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条の 3 第 2 項に該当するとする裁決を分析する。続いて、米国における判例研究がなされ
る。米国においては、特別な SLB 取引を除き、我が国のような一般的な税法上の SLB 取
引の否認ないしみなし規定はなく、判例法に基づき金融取引としての該当性が判断される









第３節「所得税法施行令第 94条第 1項第 2号の射程について」 
 本節は、賃借人が請求人に預託していた保証金で返還不要とされた金員（「返還不要保証
金」）の性格をめぐる研究である。賃貸借契約終了前に賃借人の都合により賃貸借契約が解
除され、賃貸人が敷金等の返還を免除される場合、この経済的利益について、臨時所得の
平均課税が適用されるか否かが争われた裁決の研究である。論点は、中途解約の際に授受
される金員に損害賠償金的性格のものと解決金的性格のものとが混在する場合のその性格
付けである。原則的には解決金的性格のものについても損害賠償金であると推認すること
が相当であるものの、民法上の判例・学説が、約定額が損害に比して著しく過大な場合に
公序良俗違反を理由に一部無効とすることによって、事実上減額を認めている。 
 本裁決では、賃貸人である請求人に係る事実認定のみに基づいて裁決を行っているが、
筆者は、本件のような違約罰的な違約金については、その性格が時の経過により変遷して
いく事情の有無、契約時における当事者の意図、当該金員の支出時あるいは清算時の当事
者の意図を調査し、認定した上で、当事者間の合理的な意思を認定し、それに基づいて裁
決を行うべきと結論し、特定の取引についてその課税上の性格を認定する上で、取引当事
者双方にとっての当該取引の性格について十分に調査し、バランスのよい安定感のある事
実認定を行うことが必要と述べる。本論文は個別の税法事例研究として、積極的に評価し
うる。 
第４節「生命保険年金二重課税 ― 分かりやすく、説得力のある、納得できる裁決を目
指して」 
 本節は、いわゆる二重課税問題として世間の注目を浴びた事案に関する研究である。 
 本裁決は、通達の取扱いを是として、通達の適用が認められないから請求理由がないと
する論理構造に問題があり、請求人の疑問に応えられていないとする。審判所としては、
保険金に係る基本権と支分権との相違あるいは保険金に係る移転による所得と年金に係る
創出による所得との相違などを説示した上で、本件非課税規定に対する審判所としての解
釈を明らかにし、その解釈を基に当該年金が所得税の課税対象となるか否かを積極的に説
明すべきとする。本件通達のように、法令面の欠缼、不整合などの不都合を課税庁による
行政的な工夫により回避しているような取扱事例においては、当該取扱いの当不当が争点
となっていることを認識し、当該取扱い自体の当否のみならず、当該取扱いの射程外とな
る場合の妥当性についても裁決書上に明らかにすべきとする。 
 本件各審級の判決についてはすでに評釈が多数あり、本論文は視点を変えて、裁決が審
判所としての考え方を「分かりやすく、説得力のある」方法で説明したかについて検証す
るものである。国税不服審判所長の職責にあった筆者によるいわば同僚の裁決の批評は鋭
く、有益である。 
  
論文審査の要旨 
 
本論文において、実務家教員の論文としてはまず例を見ない優れた語学力を駆使しての、
特にアメリカの租税法分野の法令や関係論文を渉猟しての、比較法的考察に基づく我が国
租税法のあり方に関する諸種の提言がなされているが、これらは大いに説得力に満ちたも
のであり、この意味で本論文は、研究者教員のそれに勝るとも劣らない高度な学術論文と
しての豊かな内実を有していると高く評価しうる。 
たとえば税務への金融工学的アプローチを踏まえた法的分析を試みた第１章では、米国
や我が国における譲渡制限に係る会計基準の動向についての数理的検証を含む精緻な考察
に基づいて今後の課税のあり方について提言がなされているが、これは税法学会において
前例のない独創的なものと高く評価しうるし、また我が国におけるストック・オプション
の濫用による租税回避行為に対する税制見直しの必要性の指摘は、米国の関連法令や行政
通牒、法改正の動向等についての該博な知識に基づく我が国の税制のあり方への貴重な提
言であり、高い評価に値しよう。 
 また本論文に収録されている諸論文は､すでに学会において高く評価されており､特に第
１章第３節に収められているトータル・リターン・スワップの課税上の取り扱いに関する
論文および第２章第３節のＦＸ取引における損益の確定時期についての論究は、それぞれ
現在の租税法の体系書の最高峰と評価される東京大学名誉教授・金子宏著『租税法〔第２
０版〕』（２０１５年・弘文堂）に引用されている。 
本論文では、その題名『租税法と数理』が示すように、その際だった特質として、従来
の租税法分野の論文におそらく前例のない数理的アプローチにより租税法のあり方に対す
る独創的な提言がなされていることを挙げうるが、このような提言が当審査委員会もその
正確さを検証した実証的推論によって支えられていることは、本論文の価値を揺るぎない
ものとしていると言いうる。このような実務家としての知識を駆使した税法のあり方への
問題提起は、今後学会においてこれまでなかった角度からの新たな議論を大いに喚起し、
学問の水準を高めることに大きな貢献をなすものであると評しうる。こうした数理的アプ
ローチを踏まえた提言は各章に見られるが、とりわけ第３章に集中的に示されていると言
えよう。 
第４章は同僚審判官による各種裁決についての事例研究であるが、各裁決につき、たと
えば裁決の基礎にはより実質的な理由が必要であったことや、バランスのよい安定感のあ
る事実認定が必要であることを指摘し、あるいは裁決が審判所としての考え方を「わかり
やすく、説得力のある」方法で説明したかを検証するなど、本研究には同僚審判官を啓発
するための提言がちりばめられている。このことは裁判官に劣らぬ高度の税法上の専門知
識が求められる審判官の中にあって､筆者が際だった指導的な立場を大いに発揮していた
という事実の証左となるものである。 
以上述べたところから明らかなように、本論文は、税法学の従来の水準を確実に引き上
げるものであると思われ、したがって、本論文は、筆者に博士（法学）の学位を授与する
に十分な価値を有するものと認められる。 
 
 審査結果の要旨 
 
平成２７（２０１５）年１２月２日（水）１７時より１９時まで久留米大学御井学舎法
学部長室において開催された口頭試問および審査委員会により、関本大樹氏の論文が博士
（法学）の学位に値する研究であることを審査委員会は全員一致により確認した。 
 
 
